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コロナウイルス感染症流行期間中に在宅死の割合が増加 
 

 コロナウイルス感染症流行中、日本の全ての死亡に占める在宅死の割合が増えていたことが明らかに
なりました。また、人口密度が高い地域、コロナウイルス感染者が多い地域および機能強化型在宅療養
支援診療所・病院が多い地域が在宅死割合の増加と特に関連していることが示されました。 

 

コロナウイルス感染症の流行により、患者の医療サービスへの希望や受診の仕方が世界的に変化し
たと報告されています。日本でも、訪問診療を実施する医療機関を対象としたアンケート調査で、在宅
での看取りを希望する患者や、新たに在宅医療を希望する患者の数が増加したことが報告されていま
した。しかし、実際の在宅死割合の変化は明らかになっておらず、どのような特徴を持つ地域が在宅死
の増加と関連しているかの検討もされていませんでした。 
そこで本研究は、公開されているデータを用いて、コロナウイルス感染症流行前後での在宅死割合

の変化と、在宅死割合の増加と関連する地域要因を明らかにすることを目的としました。 
分析の結果、2015年から 2021 年までの日本の全死亡における在宅死割合は、コロナウイルス流行

中の 2020年から 2021年にかけて増加していることが明らかになりました。また、特にコロナの患者
数が多い地域、人口密度が高い地域、機能強化型在宅療養支援診療所・病院が多い地域で在宅死の割合
が増加していることが示されました。 
本研究の結果から、コロナウイルス感染症流行中に特に都市部で在宅死が増加しており、需要の増

加に対して機能強化型在宅療養支援診療所・病院が主な役割を果たしたと考えられました。 
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 研究の背景  
2020年 1月 16日に日本で最初のコロナウイルス感染症患者が確認されて以来、コロナウイルス感染症
の流行は拡大し、2021年末までの日本における累積患者数は 170万人、死者数は１万 8000 人に達しま
した 1)。特に第 4波と第 5波（2021年４～９月まで）流行期には、病床不足によりコロナウイルス感染
症患者の入院や転院が制限される事例が相次ぎ 2)、面会者からの感染を防ぐために、緩和ケア病棟を含め
3)ほぼすべての病院や高齢者施設で面会制限も行われました。 
このような状況の中、コロナウイルス感染症の流行により終末期患者の受療行動が変化したことが報

告されています。訪問診療を実施する医療機関を対象とした質問紙調査では、コロナウイルス感染症流行
以降、在宅での看取りを希望する患者や新たに在宅医療を希望する患者の数が増加し、特にがん、呼吸器
疾患、認知症の患者が増加したことが示されていました 4）。 
しかし、これまでの研究では実際の在宅死割合の変化は明らかになっておらず、地域差も検討されてい

ませんでした。このため本研究は、パンデミック前後での在宅死割合の変化と、在宅死割合の増加と関連
する地域要因を明らかにすることを目的としました。 
 
 研究内容と成果  
厚生労働省の在宅医療にかかる地域別データ集、人口動態統計、医療施設調査、国勢調査、データか

らわかる－新型コロナウイルス感染症情報－などの公開データを用いて研究を実施しました。 
2015年から 2021年までの日本全体の総死亡数と在宅死割合の推移を明らかにした後、全国の 1741

自治体（市町村及び東京 23区）から 2019年または 2021年に在宅死がなかった自治体（n=45）を除
外した 1696自治体を対象とし、2019年から 2021年の在宅死割合の絶対値の変化に関連する要因の探
索を行いました。 
曝露要因は、各自治体の 2019年時点での 65歳以上人口当たりの病院病床数、一般診療所数、従来型

在宅療養支援診療所・病院（在支診・在支病）数注１）、機能強化型在支診・在支病数注２）、訪問看護師
数、介護療養型医療施設病床数、介護老人保健施設定員、介護老人福祉施設定員、2020年の人口密
度、2019年時点での在宅死割合、2019年から 2021年の都道府県別人口当たりの累積コロナウイルス
罹患者数とし、各変数を標準化注３）した上で多変量線形回帰分析注４）を行いました。また、感度解析と
して、2.9％（中央値）以上の増加をアウトカムとしたロジスティック回帰分析注４）も行いました。さら
に追加解析として、従来型在支診・在支病数と人口密度、機能強化型在支診・在支病数と人口密度の相
関注５）についても検討しました。 
分析の結果、2015年、2019年、2021年の各時点での在宅死の割合は 12.7％、13.6％、17.2％で、2019

年から2021年にかけて増加を認めました（図１）。1696自治体を対象とした多変量線形回帰分析の結果、
2019年より 2021年の在宅死割合が増加したことについて、従来型在支診・在支病数(β=0.19、p=0.041)、
機能強化型在支診・在支病数(β=0.53、p＜0.001)、訪問看護師数(β=0.26、p＝0.011)、人口密度(β=0.44、
p=0.001)、累積コロナウイルス罹患者数（β=0.49、p＜0.001）が正の関連を示し、介護老人福祉施設定
員数(β＝-0.55、p＜0.001)、2019年の在宅死の割合(β=-1.24、p＜0.001)が負の関連を示しました。こ
のうち機能強化型在支診・在支病数、人口密度、累積コロナウイルス罹患者数、2019年の在宅死の割合
は感度分析でも同様の結果を示しました。従来型在支診・在支病数と人口密度の相関係数は 0.32
（p<0.001）、機能強化型在支診・在支病数と人口密度の相関係数は 0.49（p<0.001）であり、特に機能
強化型在支診・在支病数と人口密度に中等度の相関を認めました(図 2)。 



 
 

本研究の結果から、特にコロナウイルス罹患者数や人口密度が高い地域でコロナウイルス感染症流行
中の在宅死割合の増加率が高く、需要の増加に対して機能強化型在支診・在支病が主な役割を果たしたと
考えられました。 
 
 今後の展開  
在宅死の割合の増加と最も関連していた機能強化型在支診・在支病数は、常勤医師 3 人以上が算定要

件の一つで、パンデミック時に柔軟に患者数増加に対応できたと考えられます。一方で、機能強化型在支
診・在支病と人口密度に中等度の相関がみられ、人口密度の低い地域では機能強化型在支診・在支病が少
ないことも示されました。人口密度の低い地域では、住宅が点在しているため患者宅間を移動するのに時
間がかかり 6)、対応できる患者が少なくなるため訪問診療に不利であると考えられます。今後、感染症の
パンデミックのような状況への対応に向け、全国的に在宅医療の役割を強化するには、人口密度に応じた
機能強化型在支診・在支病の体制整備のための支援を検討することが必要だと考えられます。 

 
 参考図  

   図 1 2015-2021年の死亡数と在宅死割合の推移 

   図２ 在支診・在支病と人口密度の相関 
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 用語解説  
注１） 在宅療養支援診療所・病院（在支診・在支病）  

2006年の診療報酬改定で在宅療養支援診療所（病床が 20床未満または無病床の医療機関）が
創設され、08年に在宅療養支援病院（病床が 20床以上の医療機関）が創設された。満たすべき
施設基準として 24時間連絡を受ける体制の確保や 24時間の往診体制などが定められている。 

注２） 機能強化型在宅療養支援診療所・病院（機能強化型在支診・在支病） 
在宅医療における緊急往診や在宅看取りの機能を強化するために 2012 年に創設された。在支

診・在支病の基準に加え、在宅医療を担当する常勤医師３人以上、過去 1年間の緊急往診実績 10
件以上、過去 1年間の看取り実績 4件以上という基準が定められている。 

注３） 標準化 
統計学や機械学習の解析において用いられる一般的な前処理手法の一つで、データの平均値が

0、標準偏差が 1となるように変換するプロセス。データの尺度をそろえることにより、各変数間
で値が大きく異なる場合に重みづけが不均衡に働き、モデルの精度が下がることを防げる。 

注４） 多変量線形回帰分析、多変量ロジスティック回帰分析 
複数の変数からある値との関係性を説明する場合や、交絡因子を調整する解析方法として用い

られる多変量解析の一種。線形回帰分析はアウトカムが連続変数の時に用いられ、ロジスティッ
ク回帰分析はアウトカムが 2値に分けられる時に用いられる。 

注５） 相関 
二つの変数がどれだけ関連しているかを示す統計的な概念。相関係数は１が最大で、一般的に

0.7以上で強い相関、0.4から 0.7で中程度の相関、0.4未満で弱い相関があると解釈される。 
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